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実践を通じて生成・再構成されるパーパス1 

－井上ワイナリー株式会社の事例研究－ 
 

石谷 康人 周南公立大学経済経営学部 

 
1. はじめに 
本稿は、高知県の井上ワイナリー株式会社(以下、井上ワイナリー)の事例研究を通じて、

企業または組織の存在意義としてのパーパス(以下、組織のパーパス)を再定位する新たな

理論枠組みの提示を目的とする。従来研究は、明文化されたパーパスが組織行動を方向づけ

る「理念先行型」のプロセスモデルを前提としてきた。これに対し本研究は、パーパスが組

織的実践の累積を通じて事後的に意味づけられ、明文化される動態的過程であると捉える

「実践としてのパーパス(Purpose as Practice)」を提示し、理論的視座の転換を試みる。 

2019年にビジネス・ラウンドテーブルが米国主要企業 181名の CEO名で「企業は利益最

大化のみならずパーパスの実現を目指すべきである」と表明したことを契機に(Business 

Roundtable, 2019)、パーパスへの関心は学界・実務界の双方で再燃している(Mayer, 2021; 

Rock, 2021)。しかし、パーパス経営においては「我々はなぜ存在するのか」という言説が先

行するため(Pratt & Hedden, 2023)、解釈の齟齬や言行不一致、パーパス・ウォッシング、過

度な誇張などによって企業の正当性が毀損されうる(Suddaby et al., 2023)。それは、「象徴的

パーパス」や「儀礼化された理念」へと空洞化するリスクを内包する(Gartenberg, 2023)。 

従来研究は、パーパス経営のプロセスを、パーパスの策定から組織内外での共有、具体的

実践、さらには成果や帰結へと展開するトップダウン型モデルとして理論化してきた

(George et al., 2023; Jones-Khosla & Gomes, 2023; Tafuro & Piccaluga, 2025)。この枠組みにお

いては、抽象的理念として定式化されたパーパスが、段階的に下位の行動へと落とし込まれ

ることが前提とされている。しかしながら、当該モデルでは、策定段階と実践段階との間に

時間的・認知的距離が不可避的に生じるのみならず、利益目標との緊張関係が顕在化した場

合、パーパスの優先順位が相対的に低下し、長期的持続性が損なわれる可能性が高い。 

そこで本稿は、組織のパーパスを「Purpose as Practice」の視座から再概念化する。その上

で、「組織のパーパスは実践過程を通じていかに生成・再構築されるのか」というリサーチ

クエスチョンを設定し、その理論的応答として仮説を導出する。分析対象として、井上ワイ

ナリーの単一事例を詳細に検討する。同社は、地域住民との協働によるブドウ栽培、高知県

の特産物に適合した県産ワイン開発、ブドウ栽培からワイン製造までの一貫体制の構築と

いった一連の実践を通じて、「ワイン販売そのものを最終目的とするのではなく、その先に

ある地域社会への価値創出を実現する」というパーパスを構築してきた。以下では、本事例

分析を通じて、Purpose as Practiceの生成メカニズムを経験的かつ理論的に検討する。 

 
1 本研究は JSPS 科研費(研究課題／領域番号：25K05240)の助成を受けたものである。 
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2. 先行研究の検討 
近年、組織のパーパスは、ミッション、ビジョン、CSR、サステナビリティといった近接

概念と区別しつつ整理が進められてきた(Brosch, 2023; Chua et al., 2024; Durand & Huynh, 

2024)。こうしたパーパスは、「利潤最大化を超えた目的に基づき、社会および地球の福祉に

貢献することによって価値を創出しようとする組織の存在理由」(Brosch, 2023)や、「利害関

係者のためにいかなる価値を創造しようとしているかを説明することによって、組織の存

在の本質を捉えるもの」(George et al., 2023)など多様に定義されている。 

パーパスは、単なる規範的理念にとどまらず、企業の意思決定の方向づけ、組織内部の動

機づけ、戦略・業務・評価指標の接続、外部市場におけるシグナルの発信、社会的期待への

応答といった多面的機能を有する(Jasinenko & Steuber, 2023; Jimenez et al., 2021; Suddaby et 

al., 2023)。近年の研究では、パーパスを「組織の注意配分構造の規定」(Ocasio et al., 2023)、

「SDGs実行の統合的推進」(Jimenez et al., 2021)、「戦略更新の過程で再解釈される構造的

装置」(Pantalena et al., 2026)として捉えるなど、その作用の深化が示されている。しかしな

がら、多くの場合、パーパスは依然として「明文化された宣言」として把握され、その生成

過程や実践との関係は限定的にしか論じられていない(Jones-Khosla & Gomes, 2023)。 

パーパスを静態的な「存在理由」としてではなく、形成・解釈・実践・成立を通じて展開

する動態的現象として捉える視座が示されている(Chua et al., 2024)。Jones-Khosla & 

Gomes(2023)は、パーパスの計画化、戦略・構造との整合、リーダーシップによる体現、人

事・報酬・評価における制度化から成る実装プロセスを構築した。Tafuro and Piccaluga(2025)

は、先行要因(形成条件)、マネジメント(共有・実装の仕組み)、帰結(結果・成果)から成る

プロセス・フレームワークを提案した。George et al.(2023)は、パーパス主導型組織の構築、

力強い物語に向けた意味づけ、組織プロセスとしての公式化、ステークホルダー価値創造と

しての実現から成る統合的枠組みを提唱した。しかし、いずれのモデルも明文化を出発点と

し、共有をトップダウンで進め、規範的理念が行動を導く設計論的前提に立脚している。 

先行研究で論じられてきたトップダウン型プロセスモデルは、実務領域において複数の

課題を惹起する。第一に、パーパスの生成方法に関する指針が十分に示されていない。第二

に、パーパスが実践として成立する条件が明確でない。第三に、利益との緊張関係が生じた

場合、その持続可能性が脆弱となる。第四に、理念と行動の不整合や実践の欠如が生じた場

合、企業の正当性が損なわれうる。既存研究の多くは、これらを実装不足や統制不足の問題

として捉え、理念を浸透させるための処方箋的議論に焦点を当ててきた。その結果、「なぜ

パーパスが実践に根差さないのか」という生成メカニズムの検討は十分とはいえない。 

以上の整理から、二点の理論的ギャップが確認される。第一に、既存のパーパス研究は、

多くの場合、「パーパス→実践」という理念先行型の因果構造を前提としている。第二に、

実践がいかにしてパーパスとして意味づけられ、明文化されるのかという逆方向の生成メ

カニズムは、十分に理論化されていない。パーパスは「策定されるもの」として主に把握さ

れてきたのに対し、「実践の中で形成されるもの」としての位置づけは限定的である。 
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3. 本研究の理論的視座 
本研究は、「実践としての戦略(Strategy as Practice)」の理論的立場(Jarzabkowski, 2005; 

Jarzabkowski & Spee, 2009; Whittington, 1996, 2006)を援用し、組織におけるパーパスを所与

の理念としてではなく、実践の中で生成されるものとして捉える視座を提示する(表 1 参照)。

すなわち、実際の活動の累積から道徳的・向社会的なパーパス(Rindova & Martins, 2023)が

明文化されうるという立場に立ち、これを「Purpose as Practice」と概念化する。Strategy as 

Practice が戦略を「持つもの」ではなく「行うもの」と再定義したのと同様に(Whittington, 

2006)、本研究はパーパスを「掲げるもの」ではなく「行われるもの」として再定位する。 

従来のパーパス研究(Almandoz, 2023; George et al., 2023; Jones-Khosla & Gomes, 2023; 

Regele, 2023; Tafuro & Piccaluga, 2025)は、多くの場合、「パーパス→組織行動」というトップ

ダウン型の因果構造を暗黙に前提としてきた(表 1 参照)。これに対し、本研究の立場は、

「実践→意味づけ→パーパスの形成・再構築」という逆方向の生成プロセスを理論的射程に

含める点に特徴がある(図 1 参照)。すなわち、パーパスはあらかじめ策定される理念ではな

く、実践の反復とその意味づけを通じて生成・更新される社会的構築物と位置づけられる。 

以上を踏まえ、本研究は Purpose as Practiceを、「組織の日常的活動に内在する道徳的・向

社会的志向としてのパーパスが、反復的実践とその事後的意味づけを通じて明文化される

プロセス」と定義する。 

さらに、Purpose as Practice が成立するための条件として、以下の五点を提示する。第一

に、地域社会やステークホルダーへの配慮を含む反復的実践が存在することである(向社会

的志向を伴う反復的実践の存在)。第二に、それらの実践を「単なる行為」ではなく、「我々

らしさ」や「使命」として解釈する主体が存在することである(意味づけ主体の存在)。第三

に、当該実践が単発的ではなく、複数年にわたり持続していることである(時間的蓄積)。第

四に、経済合理性と必ずしも完全に整合しない緊張を内包しつつも、なお継続される行為で

あることである(経済合理性との緊張の存在)。第五に、その実践が組織内外で語られ、物語

化されうる可視性を備えていることである(実践の可視性・語りうる性質)。 

以下では、図 1に示した分析枠組みに基づき、井上ワイナリーの事例を検討することを通

じて、Purpose as Practiceの生成メカニズムを経験的に明らかにする。 

 

 

Purpose as Practice従来モデル

行動が理念を生成する理念が行動を導く視 座

実 践明 文 化出 発 点

創発的・循環的トップダウン因果方向

行為中心言語中心存 在 論

実践論的設計論的前 提

表1. Purpose as Practiceによる理論的転換

出所：筆者作成

図1. Purpose as Practiceの理論枠組み

出所：筆者作成

①向社会的志向を伴う反復的実践

②意味づけ主体による解釈

④物語化

⑤パーパスの形成・再構築

③時間的蓄積
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4. 研究方法2 
本研究では、第 1節で提示したリサーチクエスチョンに基づき仮説を導出し、パーパス研

究の発展に対して理論的・経験的貢献を行うことを目的とした。そのため、高知県産ブドウ

を原料としてワインの製造販売を行う井上ワイナリーを対象に、単一事例研究を実施した。 

本研究では、以下の理由から同社の事例を、Yin(1994/1996)が提示する単一事例研究の論

拠の一つである「新事実のケース(revelatory case)」とみなして選択した。同社は、①利益の

最大化よりも地域住民や地域産業の利益を優先する形で事業活動を展開していること、②

ブドウ栽培に適していない高知県の気候条件に適合した栽培方法を確立していること、③

その栽培を地域住民の協力のもとで実施する制度的枠組みを構築していること、④ブドウ

栽培方法の確立、県産ワインの商品化、醸造所の稼働といった一連の実践を通じてパーパス

を形成してきたこと、などの特徴を有している。これらは、Purpose as Practiceという新たな

概念的枠組み(第 3節参照)に適合するものであり、同社の事例は、これまで研究者によって

十分に分析・検討されてこなかった事象を明らかにする可能性を有すると考えられる。した

がって、同社の事例を「新事実のケース」と位置づけ、本研究の分析対象として選択した。 

本事例研究では、インタビューデータを含む一次情報と多様な二次情報を定性データと

して収集し、分析に用いた。一次情報の収集では、主として同社の代表取締役社長と醸造所

長兼営業部長を対象にインタビュー調査を実施するとともに、同醸造所の見学を行った。こ

れらのインタビュー調査は、いずれも非構造化形式で実施した(表 2 参照)。また、二次情報

として、同社の公式サイト(Inoue Winery, 2026)、同社の親会社である井上石灰工業株式会社

(以下、井上石灰工業)の公式サイト(Inoue Calcium, 2026)、両社が公開している各種資料、

新聞記事、オンライン記事などを収集し、分析資料として活用した。 

事例分析においては、同社のパーパス実践を、George et al.(2023)が提示する「広範な社会

的価値や期待から生じ、道徳的・倫理的義務と結びつく高次のパーパス」としての義務ベー

スのパーパス(duty-based purpose)として位置づけ、既存理論との対応関係を検討した。 

 

表 2. インタビュー調査の概要 
日 付 場 所 対象者(データソース) 当時の役職 

2022年 7月 15 日 高知工科大学 井上 孝志 (A) 
代表取締役社長 2022年 9月 15 日 井上ワイナリー 井上 孝志 (B) 

2022年 12月 15 日 井上石灰工業本社 井上 孝志 (C) 
西垣 和輝 (D) 管理担当 

2024年 1月 10 日 井上ワイナリー 
井上 孝志 (E) 代表取締役社長 

梶原英正 (F) 執行役員 のいち醸造

所長／営業部長 
注：各調査で得たデータに識別記号 A〜Fを割り当て、本文での参照を可能とした。 

出所：筆者作成 

 
2 本研究は、倫理的要件に従って遂行されており、インフォームドコンセントを取得して

いるとともに、研究倫理委員会から承認を得ている。 
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5. 会社概要 
井上ワイナリーは、高知県香南市野市町に本社および醸造所を有し、果実酒の製造・販売

を中心に、食品・雑貨等の販売、オンラインショップの運営、飲食事業などを展開している

(Inoue Winery, 2026)。同社は、高知県南国市蛍が丘に本社を置き、創業以来 140年の歴史を

有する井上石灰工業の 6 代目社長である井上孝志によって、2016 年に設立された(Inoue 

Calcium, 2026)(表 2の A)。資本金は 7000万円、従業員数は 4名であり、高知県産ブドウを

原料としたワインの製造・販売を主たる事業としている3。 

同社は、2021年 2月 25 日に、半地下式の鉄骨 2階建て(延べ床面積約 530㎡)の「のいち

醸造所」を竣工した(表 2の B)。同所では、重力を利用して醸造を行うグラビティ・フロー

方式を採用しており、年間最大 4万本(2万 8800リットル)の生産能力を有している(表 2の

E・F)。同社はそれまで、醸造工程を山梨や島根県のワイナリーに委託していたが、同所の

稼働により、栽培から製造に至るまでの工程を自社で一貫して行う体制を構築した(表 2の

A)。併設の実店舗およびオンラインショップでは、ワインのみならず、オードブル、調味

料、ジュース、スイーツ、グッズ、ギフト詰め合わせを販売している(Inoue Winery, 2026)。 

井上孝志が高知県においてワイン事業を開始した契機は、「志村葡萄研究所」の志村富男

から「ブルゴーニュ地方にも劣らない石灰質の土壌が存在するのだから、自らブドウを栽培

してみてはどうか」と助言を受けたことであった(表 2の A)。これを受けて井上は、まず井

上石灰工業の育種部門において、2012 年からワイン用ブドウの栽培を試験的に開始した。

その栽培は地域の農園への委託にとどまらず、地域との連携協定を締結するなどして、高知

県に根付かせる取り組みとして進められた(表 2の A・B)。さらに、志村の協力を得て高知

県の気候に適合したブドウ品種「富士の夢」「エイトゴールド」を原料とし、地域の特産品

(かつお、土佐あかうし、ジビエ)に合うワイン「TOSA」の開発に成功した(表 2の A〜F)。 

井上は、ワイン事業を軌道に乗せるための一連の実践を通じて、人口減少と経済縮小が加

速する高知県の地域活性化を図ろうとしている(表 2 の A・B・E)。具体的には、自社の取

り組みを通じて、高知県内の耕作放棄地の有効活用を進めつつ、産業形成および雇用創出を

目指している。さらに、ブドウ栽培を通じた農業と福祉の連携や、ワインツーリズムの推進

による観光振興の実現を志向している。同社は、このようなパーパスを、高知県産ブドウに

よるワイン造りの実践を通じて形成してきたと位置づけることができる。 

 

6. 井上ワイナリーの事例4 
井上ワイナリー設立以前の 2012年より、親会社である井上石灰工業によってブドウ栽培

およびワイン醸造の取り組みが開始された。その契機は、同社の現社長である井上孝志が、

志村葡萄研究所の志村富男所長から「他の農家にブドウ栽培を勧める前に、まず自らブドウ

を栽培し、ワインを醸造してみてはどうか」と提案を受けたことである。この助言は、井上

 
3 東京商工リサーチの企業情報データベースから抜粋。 
4 本節記載の事実は、インタビュー調査の結果および高知新聞等の記事に基づく。 
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がタイ王女によるブドウ栽培の国家プロジェクトに参加し、自社製農薬である ICボルドー

(調製の手間を解消したペースト状の果樹用銅殺菌剤)を用いたブドウ栽培の指導を行って

いた際に、技術顧問として同行していた志村から示されたものであった。これを受けて井上

は、「当社の土地は、石灰質の土壌であり、ブドウ栽培に適しているかもしれない。そのブ

ドウの消毒を当社の農薬で行うことで、PRになるかもしれない」と考えた。 

しかし、高知県は、国内有数のワイン醸造地である山梨県と比較すると、年間降水量が約

3倍と多く、寒暖差も小さいうえ、台風の通過経路に位置することから、ブドウ栽培に必ず

しも適した自然条件を備えていなかった。そこで井上は、志村に対して高知県の気候条件に

適したブドウ品種の選定を依頼し、新たな品種の栽培に取り組むこととした。その結果、赤

ワイン用の代表的なフランス品種である「メルロー」および「ピノ・ノワール」と、日本の

ヤマブドウを交配した品種である「富士の夢」および「エイトゴールド」を高知県で栽培す

る方針が採用された。さらに、IC ボルドーの散布を徹底するとともに雨よけフィルムを活

用することで、降雨に起因する「べと病」の発生を抑制した。こうしてブドウ栽培方法を確

立した結果、井上は、「生食用に比べ、ワイン用ブドウは手間もかからないし、耕作放棄地

が増えてきた高知の新しい産業にしたい」と新たな可能性を見出した。 

井上石灰工業は、まず南国市稲生および香南市山北において合計 30アールの農地を確保

し、赤ワイン用ブドウの栽培を開始した。これらの圃場のうち 1か所については農家に栽培

を委託し、残る圃場については育種部門の社員 7～9名により自社栽培が行われた。その後、

2014 年以降、高知県産ブドウを原料とするワインの醸造が毎年実施された。自社醸造所の

稼働以前には、山梨県および島根県のワイナリーに醸造を委託し、完成したワインは「TOSA」

と命名された。2016 年 10 月には、TOSA ワインのお披露目会が開催され、「カツオのタタ

キや土佐あかうしに合う赤ワイン」であることが訴求された。その検証のため、東京の味覚

研究ベンチャーである AISSY 株式会社に味覚測定を依頼し、TOSA ワインと高知県特産物

との高い相性が実証された。井上は、このお披露目会において「高知にはおいしいものがた

くさんある、ワインでそれらが結び付けば、高知県の観光振興につながる」と指摘した。 

ブドウ栽培農園は、2020年には高知県内 5 市町において総面積 1.35ヘクタールにまで拡

大した。これらの農地の多くは、農業の担い手不足により生じた耕作放棄地を整備・活用し

たものである。その一例として、香美市香北町の圃場では、市老人クラブ連合会香北支部に

所属する人々が「ぶどうクラブ」を結成し、植樹、草刈り、防草シートの敷設など多様な作

業を担いながら圃場の管理を行っている。また、高岡郡梼原町とも 2019年度から実施する

ブドウ栽培に関する連携協定を締結し、官民協働による栽培体制が構築されている。こうし

た取り組みにより、井上ワイナリーは南国市、香南市、香美市、高岡郡梼原町で栽培された

ブドウを、地域住民の協力のもと収穫する仕組みを整備した。それに対して、井上は、「耕

作放棄地などを活用して、県内各地にブドウ畑をつくり、その土地特産のワインを生産して

いきたい。それによって農業と福祉の連携も促進させたい」という思いを強めた。 

さらに同社は、2021 年に自社ワイナリーを建設し、ブドウ栽培からワイン製造までを県
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内で完結させる生産体制を構築した。これにより、井上は、「将来は県内の地域ごとに特産

品に合うワインを造り、土佐流のワインツーリズムにも発展させたい」と展望した。 

以上を踏まえると、井上ワイナリーおよびその親会社である井上石灰工業は、2012 年以

降、ブドウ栽培およびワイン製造への参入決定、新品種ブドウを含む栽培方法の確立、新商

品 TOSA ワインの開発、地域住民と連携したブドウ栽培体制の構築、さらには自社ワイナ

リーの建設・稼働といった取り組みを段階的に実施してきた。これらの実践を通じて、同社

は自社の存在意義としてのパーパスを次第に形成し、「耕作放棄地の解消」「観光振興」「新

産業の創出」「農業と福祉の連携」「食文化の醸成」「地域活性化」といった目標を志向する

ようになった。すなわち、同社においては、「ワイン販売そのものを最終目的とするのでは

なく、その先にある地域社会への価値創出を実現すること」が企業の存在意義であるという

パーパスが形成されたのである。このようなパーパスは、井上孝志によって意味づけられ、

醸造所長、醸造責任者、インターネット販売を担当する社員、本社におけるワイナリー関連

業務を担う職員などの従業員によって実践を通じて共有され、組織内で浸透していった。 

 

7. 事例分析 
本節では、冒頭で提示したリサーチクエスチョンに接近するため、図1に提示した「Purpose 

as Practiceの理論枠組み」を用いて、井上ワイナリーの事例を分析する。 

井上石灰工業は、2012 年から高知県産ブドウを原料とするワイン醸造に取り組んだ。そ

の過程で同社は、まず、ブドウ栽培に適さない高知県の気候に適合する品種の栽培に着手し、

南国市稲生と香南市山北に農地を確保するとともに、雨の影響を受けにくい栽培方法を確

立した。次いで、子会社として井上ワイナリーを設立し、高知県の特産品であるカツオのタ

タキや土佐あかうしに合う TOSA ワインを開発し、テロワールワインに取り組む意義を強

調した。また、耕作放棄地を活用し地域と協定を結ぶなどして、地域住民との協働によるブ

ドウ栽培農園を高知県内 5 市町で総面積 1.35 ヘクタールまで拡大した。加えて、香南市野

市町に最新鋭のワイナリーを設立し、ブドウ栽培からワイン製造までの工程を自社で一貫

して行う体制を構築した。以上の取り組みは、耕作放棄地の増加と経済縮小を伴う高知県に

おいて新たな産業の創出を志向した反復的な向社会的実践と位置づけられる(図 1の①)。 

井上石灰工業および井上ワイナリーの社長である井上孝志は、自社の取り組みを次のよ

うに段階的に意味づけた(図 1の②)。井上は、県産ブドウの栽培に成功すると、「ワイン用

ブドウは手間もかからないため、耕作放棄地が増えてきた高知の新しい産業にしたい」と考

えた。また、テロワールを有する TOSAワインを開発すると、「高知のおいしいものとワイ

ンが結び付けば、高知県の観光振興につながる」と指摘した。加えて、高知県内 5 市町で地

域住民の協力のもと収穫する仕組みを整備し、「県内各地にブドウ畑をつくり、その土地特

産のワインを生産し、それを通じて農業と福祉を連携させたい」という思いを強めた。そし

て、自社ワイナリーを建設し、ブドウ栽培からワイン醸造までを県内で完結させる生産体制

を構築して、「将来は県内の地域ごとに特産品に合うワインを造り、土佐流のワインツーリ
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ズムにも発展させたい」と展望した。井上は、自社を中心としつつ地域住民と協働でテロワ

ールワインを生産する取り組みに、農業衰退の抑制、新産業創出、雇用創出、地域活性化、

ワイン文化醸成、観光振興などの多様な意味を見出し、それらを累積した5(図 1の③)。 

井上石灰工業および井上ワイナリーによる実践は、2012 年から現在まで継続され、時間

的蓄積を伴っている(図 1の③)。高知県で栽培する品種は、当初の富士の夢とエイトゴール

ドから、シャルドネ、アルバリーニョ、コベル、マスカット・ベーリーA、タナ、マルスラ

ン、さらに山北ミカンへと拡大した。圃場も、現在では稲生、山北／山南、香北、佐川、梼

原、手結へと広がり、総面積は 2ヘクタールに達した。自社製ワインは、赤、白、ロゼ、ス

パークリング、山北ミカンワインなどへと多様化した。さらに、2023年度には約 2万 5千

本を製造し、2024 年には世界的知名度の高いフランスのフェミナリーズ世界ワインコンク

ールで金賞を受賞した。これらの実践は、時間的蓄積を伴いながら着実に発展してきた。 

井上ワイナリーによる県産ワイン製造に対する井上孝志の意味づけは、テレビ番組や新

聞記事を通じて物語化された(図 1の④)。2016年 11月 13 日には、テレビ番組「日本のチ

カラ」において「おらんくの雫～土佐の石灰メーカー ワインづくりへ挑戦～」と題するド

キュメンタリーが、民間放送教育協会加盟の全国 33放送局で放映された。また、2017年 1

月 10 日には、テレビ東京系列のテレビ番組「ガイアの夜明け」において、「シリーズ『地方

からの挑戦』1. 異色の企業が名産品をつくる！」のなかで井上ワイナリーのワイン事業が

取り上げられた。さらに、毎日新聞では、高知支局長の井上大作による記事「支局長からの

手紙：土佐でワイン」が、2022年 4月 27 日から 4回のシリーズとして掲載された。これら

の番組や記事は、同社のテロワールワインに関する実践を物語として社会に広く伝えた。 

現在の同社は、「ワイン販売そのものを最終目的とするのではなく、その先にある地域社

会への価値創出を実現すること」を企業の存在意義としてのパーパスとしている(表 2の A

〜F)。こうした同社のパーパスは、上述した耕作放棄地の解消、産業形成と雇用創出、食文

化形成と観光振興、地域活性化、農業と福祉の連携、およびワインツーリズムなどの意味づ

けを包含するものである(図 1の⑤)。以上の分析から、同社は、反復的実践→意味づけ→時

間的蓄積→物語化という過程を経て、パーパスを形成したとみなすことができる6。 

 

8. 考察 
前節の分析結果は、井上石灰工業および井上ワイナリーによるワイン事業の展開が、単な

る新規事業の創出ではなく、地域社会との関係性の中で意味が付与されながら、組織の存在

意義としてのパーパスへと接続されていく過程を示している。同社では、当初、ブドウ栽培

の試みは未知の取り組みであり、自社の柱製品である果樹用銅殺菌剤の PRになれば幸いで

あると考えられていた。しかし、その後、ブドウ栽培の継続、地域住民との協働による栽培

 
5 実際には、実践とその意味づけは各段階で行われ、その反復を通じて累積された。 
6 図 1の理論枠組みでは、パーパス形成後の実践を経た再構築を含んでいるが、井上ワイ

ナリーの事例では、パーパスの形成は確認されたものの、再構築は確認されていない。 
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体制の形成、県産ブドウを原料とするワイン開発、栽培から製造までの一貫体制の確立とい

った活動が積み重ねられるにつれて、それらの実践は単なる事業活動ではなく、地域社会に

対する価値創出として解釈されるようになった。すなわち、同社のワイン事業は、時間の経

過とともに「耕作放棄地の活用」「産業形成と雇用創出」「食文化の形成」「地域活性化」「農

業と福祉の連携」「観光振興」といった意味を帯びるようになり、それらの意味づけの蓄積

が、組織のパーパスである「ワイン販売そのものを最終目的とするのではなく、その先にあ

る地域社会への価値創出を実現すること」として表現されたのである(図 2 参照）。 

このように、本事例において明文化されたパーパスは、新たに創造された理念というより

も、長年にわたり積み重ねられた実践に内在する意味や価値が言語化されたものとして理

解できる。すなわち、パーパスは宣言文として存在するのではなく、ブドウ栽培、ワイン開

発、地域との協働、栽培から製造までの一貫体制の確立といった実践の連鎖そのものに宿っ

ていたのである(図 2 参照）。換言すれば、本事例はパーパスが実践から生み出されたという

よりも、パーパスの原型が実践に内在していたことを示しており、Purpose as Practiceとして

理解することができる。本事例では、パーパスの再構築までは確認されなかったものの、実

践の連鎖に内在する意味や価値がパーパスとして形成される過程を観察することができた。 

以上より、本研究では、パーパスを事前的・事後的に策定される理念としてではなく、実

践の連鎖に内在するものとして捉えた。この視点に立つことで、パーパスの生成方法、成立

条件、持続可能性、理念と行動の整合性、さらには共有メカニズムに関する先行研究の課題

(第 2節参照)に対して、新たな説明を与えることができる。すなわち、パーパスを事前的・

事後的な理念ではなく実践そのものとして理解することで、理念と行動の乖離やパーパス

共有の問題を再解釈する視座を提供する。また、社会的価値を内包した実践の継続を通じて

パーパスが形成されることから、その持続可能性についても新たな示唆を与える。 

 

図 2. 実践を通じた意味づけの累積によるパーパス形成 

 

出所：筆者作成 
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9. 結論と含意 
本研究は、高知県においてワイン事業を展開する井上ワイナリーの事例を対象として、組

織のパーパスが実践過程を通じていかに形成されるのかを検討したものである。具体的に

は、ブドウ栽培の開始、地域住民との協働による栽培体制の構築、県産ブドウを原料とする

ワイン開発といった一連の実践が、地域社会との関係性の中でどのように意味づけられ、組

織のパーパスへと結びついていくのかを事例分析によって明らかにした。その分析の結果、

本研究の結論は、組織のパーパスはあらかじめ理念として設計されるものではなく、組織の

実践の継続とそれに対する意味づけの蓄積を通じて形成されるという点にある。すなわち、

パーパスは理念から実践へと展開するものではなく、実践の経験が社会的文脈の中で解釈

されることによって徐々に明確化される現象として理解できる。本研究では、この結論をリ

サーチクエスチョンに対する応答としての仮説として位置づける。 

この知見は、既存のパーパス研究に対して理論的含意をもつ。従来研究では、組織のパー

パスは経営者によって明文化され、それが組織行動を方向づける理念として機能するとい

うトップダウン型のプロセスが主として想定されてきた。しかし、本研究の分析結果は、実

践の継続とその意味づけを通じてパーパスが生成されるという逆方向のプロセスの存在を

示唆している。すなわち、パーパスは組織における先行的理念として所与のものではなく、

組織の活動が社会的文脈の中で解釈される過程を通じて形成される現象として理解するこ

とができる。この点において、本研究は、組織のパーパスを「掲げられる理念」ではなく「実

践の中で形成されるもの」として捉える「Purpose as Practice」という視座の有効性を示した。 

また、本研究の知見は実務的含意も有する。企業においてパーパスを導入する際、理念を

先に策定し、それを組織に浸透させることに重点が置かれることが多い。しかし、本事例が

示すように、組織の実践がステークホルダーとの関係性の中で意味づけられる過程を通じ

てパーパスが形成される場合、その内容は実際の活動と整合的なものとなりやすい。したが

って、企業におけるパーパスの形成においては、理念の策定のみならず、組織の実践を継続

し、その意味を共有していくプロセスを重視することが重要であると考えられる。 

本研究の新規性および理論的貢献は、第一に、パーパス形成を実践の過程として捉える分

析視角を提示した点にある。既存研究では、パーパスは先行的言説として理解されてきたが、

本研究は、組織活動の意味づけの蓄積の観点からその形成過程を捉えた。第二に、地域社会

との関係性の中で実践が意味づけられることでパーパスが明確化されていく過程を実証的

に示した点である。これにより、本研究は、パーパス研究において十分に検討されてこなか

った「実践においてパーパスが生成されるプロセス」を具体的事例を通じて明らかにした。 

もっとも、本研究にはいくつかの限界が存在する。第一に、本研究は単一事例研究に基づ

く分析であり、その知見の一般化可能性には一定の制約がある。第二に、本研究は事例の歴

史的経緯を中心に分析しており、パーパス形成の過程をリアルタイムで観察したものでは

ない。今後の研究では、複数事例研究や縦断的研究を通じて、実践とパーパスの相互作用的

関係をより精緻に検討することが求められる。 
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Abstract: This study examines the way corporate purpose is formed and reconstructed 
through organizational practices by analyzing the case of Inoue Winery, a small winery 
in Kochi, Japan. Prior research on corporate purpose largely assumes a top-down model 
in which a formally articulated, unchanging purpose guides organizational action. This 
study instead conceptualizes purpose as an outcome of ongoing organizational practices. 
Drawing on a qualitative single-case study that includes interviews, archival materials, 
and secondary data, this study analyzes the development of the winery’s activities, 
including cultivating grapes, producing wine, and collaborating with local communities. 
The findings show that the company’s purpose (i.e., creating social value for the 
community by developing a local wine industry) was not predetermined but gradually 
emerged through repeated practices, the interpretation of these practices by organizational 
actors, temporal accumulation, and narrative construction. The study thus proposes the 
concept of “purpose as practice,” highlighting a dynamic process in which purpose is 
generated and continuously reconstructed through practice rather than implemented from 
a predefined statement. By illustrating how purpose emerges from practice and 
stakeholder interaction, the study contributes to the literature on purpose, organizational 
meaning-making, and strategy, offering an alternative perspective on the relationship 
between organizational action and purpose formation. 
 
Keywords: purpose as practice, strategy as practice, process perspective, qualitative case 
study 
 


